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Abstract: Most previous works on risk communication have dealt with risk perception or information 
transfer models, but few of them have proposed concrete methods for risk communication design. This 
study proposes a method to represent the information needs of specific receivers of risk messages and to 
design risk communication properly so that the contents and forms match their needs. The persona 
method, which is now widely used in marketing or universal design of products or services, will be 
applied to risk communication design. We will also demonstrate the effectiveness of the proposal using a 
case design for earthquake disaster prevention. 

 
 

はじめに 
近年、行政が専門家の助言に従ってリスクに関す
る社会的決定を独占的に行う技術官僚モデルが機能
しなくなり、替わって市民が社会的意思決定に関与
する参加型意思決定が求められるようになってきた
[1]。リスクを経験する中で、一人一人がどの程度リ
スクを受け容れるかが、リスクを管理する上で重要
な問題となってくる。米国研究審議会（NRC: National 
Research Council）は、リスク管理における重要な要
素はリスクコミュニケーション（RC: Risk Communi- 
cation）であると指摘し、近年関心が高まっている[2]。 
従来の RC 研究は市民のリスク認知の解明や情報
伝達のモデルの研究が多く、RCの基礎となる基本的
知見を得ることに貢献してきた[3-6]。しかし、RC を
計画したり、具体的なリスクメッセージ（RM: Risk 
Message）を設計したりする体系的手法に関する研究
は少なく、多くは成功事例の紹介やガイドラインの
提示など、きわめて経験的なレベルにとどまってい
る。 
 我々はすでに、原子力発電所のリスク情報に基
く試験検査の合理化に関る RC を例題に、ユニバー
サルデザイン（UD: Universal Design）の概念を適用
する設計手法を提案した[7]。しかし、リスク情報の
受け手が不特定多数であることから、受け手の情報
ニーズを正確に把握するための手法が十分強力では
なく、また提案手法の効果が評価されていないなど、
検討が不十分であった。 

そこで本研究では、近年ビジネスの分野で注目さ
れている「ペルソナ手法」に基いた RC デザイン手
法を提案し、解決を図る。すなわち、情報の受け手
の要求を正確に抽出し、適切な RMを設計するため
の具体的な方法論を提言する。さらに、検証例題を
用いて、本手法の有効性を示すことを目的とする。 

 

提案手法 

リスクコミュニケーションの定義と目的 

NRCの定義に従えば、リスクとは損害の大きさと
発生確率組合せによって定義される。そのため、リ
スクについて不確実性は避けられず、また一般市民
が望みがちなゼロリスクは存在しない。 
また、RCとは NRCによると「個人、集団、組織

間での、リスクに関する情報及び意見の相互作用過
程」と定義される。行政、企業、専門家から市民へ
の一方向的な情報伝達ではなく、市民からの意見や
要望をも含んだ双方向的なものである。また、RC
の目的は「リスクがあることを伝えること、利害の
異なる関係者間で合意が形成されること」であり、
決して専門家の決定を受け容れさせることではない。 

 

ペルソナ手法 

1980 年代に米国の Cooper が製品開発の際に「ペ
ルソナ」を用いたペルソナ手法という製品開発手法
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を提案した[8]。ペルソナとは、「実在する人々につい
て明確で具体的なデータを基に作り上げた架空の人
物」のことであり、ペルソナ手法とはそのペルソナ
の要求に合うように製品設計する手法である。製品
設計の際、ユーザ中心のデザインの考えが重要であ
り、その設計手法の一つに UDがある。しかし、UD
は無限とも言えるユーザの、複雑な要求に応えるに
は限界があると指摘されている。ペルソナ手法は要
求すべてに応えるのではなく、特定のユーザに焦点
を当てた設計手法のためその限界を超えることが可
能である。しかも、具体的な要求を持つペルソナを
作成することによりユーザ全体を網羅しようとする
ので、UD よりも広範かつ柔軟に設計ができる。さ
らに、製品開発において、開発チームがペルソナと
いう具体的なユーザを共有するため、職際的設計チ
ームによる共同作業の促進も期待できる。 

 

ペルソナ手法の RCへの適用 

ペルソナ手法を RC に適用した場合のデザインプ
ロセスを図 1に示す。UDを RCに適用した我々の先
行研究では、情報の受け手の平均像を用いているた
めに、情況に強く依存した具体的要求が精度よく記
述できないというジレンマがあった。そこで、本提
案手法では質的調査であるグループインタビュー、
量的調査であるアンケート調査を行い、受け手の具
体的な要求を抽出し、ペルソナ手法を適用すること
で解決を図る。 

 

検証試験の概要 

検証例題の設定 

 本提案手法の有効性を検証するにあたり、検証例
題を地震防災に関る RC に設定した。このテーマに
設定した理由は、日本に居住する者ならば誰もが関
りを持つ一般的なリスクであるからである。また、
阪神・淡路大震災のような生命を脅かす地震が今後
必ず発生するにも関らず、人々の関心が大きく異な
ることから、RC上重要である例題と判断した。 
 

質的・量的調査の実施 

 情報の受け手の要求抽出、及びペルソナを作成す
る目的で質的調査、量的調査を実施した。両調査

ユーザの理解・要求の抽出

ペルソナの作成

リスクメッセージの作成

リスクメッセージコンセプトの構築

ユーザ評価

詳細設計

質的調査 量的調査

従来より評価が高い

YES

NO

 
 

図 1 ペルソナ手法の RC適用プロセス 
 
とも、調査対象者の属性や地震に関する知識・関心
および不安や知りたいことを調べる構成のインタビ
ューとアンケートを行った。 
 ここで、質的調査と量的調査の両方を併用するこ
とが極めて重要である。市民の情報ニーズを把握す
るために、通常はアンケート調査が多用されている。
しかし、アンケート調査では、質問紙の作成の段階
で作成者側の主観の範囲に質問項目が限定されてし
まうこと、短い質問文では用語の多義性が排除でき
ず、調査側と被調査側、また被調査側同士で用語の
意味する概念に齟齬を生ずる恐れがあることなどが
問題である。原子力発電所の試験検査という共通課
題に対して、質的調査と量的調査を併用した我々の
先行研究でも、この問題点が明確に示されている[9]。
したがって、量的調査に加えて、できれば量的調査
に先行して、グループインタビューなどの質的調査
を用い、質問すべき項目の範囲や、適切な用語の検
討などを行っておくことは必須であると考える。 
 

ペルソナの作成 

 質的調査や量的調査から得られたデータを基に、
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架空の人物であるペルソナを構築する。ペルソナの
作成プロセスを図 2に示す。まず、①アンケート回
答データをカードにまとめ、KJ法にてカードを分類
する[10]。次に、②情報の受け手をセグメント分けす
る基準を抽出し、その基準に従って再度カードを分
類する。③この分類データをもとにペルソナの骨格
であるスケルトンを作成する。スケルトンとは、カ
テゴリ内のデータの顕著な特徴を箇条書きにしたも
のである。そして、④スケルトンに顔写真、名前、
シナオなど個性と環境を決めるデータやそれを特徴
付ける詳細な事柄を付加させ、ペルソナを作成する。
最後に作成したペルソナの内容の正当性をアンケー
トで得られたデータと比較し、矛盾が生じていない
ことを確認する。 
 

アンケートデータを
KJ法で分類

分類の基準を抽出し、
再分類・統合

他のカテゴリとは一線
を画する特徴を付加

スケルトンを作成

ペルソナを作成

データと矛盾する？

ペルソナ完成

する

しない

 
 

図 2 ペルソナの作成プロセス 
 

リスクメッセージの作成 

 本手法の有効性評価のため、従来型の RMと、特
定のペルソナに向けた RMを作成して比較した。従
来型の RM作成では、ある地方自治体が住民に対し
て一律に行っている地震防災 RC の内容を箇条書き
にした[11]。ペルソナに向けた RMは、ペルソナごと
に RC の方針を RC コンセプトとして定め、提供す

べきリスク情報の内容構成を考えて作成した。 
 なお、今回はリスク情報の表現形態による影響を
極力抑制し、リスク情報の内容の違いによる効果に
限定して提案手法の有効性を検証する。したがって、
図表やイラストを一切用いずに、文字情報のみで
RMを作成することとした。 
 

リスクメッセージの評価 

 作成した RMについてアンケートを実施し、有効
性を評価した。評価項目は、回答者の属性や防災に
対する要求のほか、理解度や満足度、関心の高まっ
た RMはどれかをきく項目から成る。なお、ペルソ
ナ作成の基礎データとした量的調査と同一人物にア
ンケートを取ることが不可能なため、回答者をペル
ソナ作成時と同様に分類し、RM の情報表現の特徴
について比較評価してもらうことで有効性を確認し
た。 
 震災の各段階で分類した防災情報に関する満足度
評価は、以下のように行った。まず、RM 設計資料
用質問紙の第 2部で得た一対比較の結果から、AHP
（Analytic Hierarchy Process）を用いて段階別の防災
情報重要度を、受け手カテゴリごとに評価した[12]。
この重要度を重みとして、RM 評価用アンケートで
評価してもらった震災段階別の提供情報満足度を集
計した。 
 

結 果 

質的・量的調査の結果 

 計 36名に対して質的・量的調査を行い、情報の受
け手の要求を抽出するとともに、どの情報を重要視
しているかを評価した。防災情報に対する要求は、
地震の発生前、揺れが続いている間、揺れが収まり
避難する段階、避難後から通常生活に復帰するまで
の時系列順に整理し、情報の受け手分類の指針とし
て利用した。 
 

作成したペルソナ 

 KJ 法を行った結果、情報の受け手の分類基準は
「防災対策の有無」と「防災に関する関心の高低」
になり、情報の受け手を図 3のように 4つのカテゴ
リに分類した。以降、4 つの受け手カテゴリを防災
対策の有無と関心の高低によって、カテゴリ「有高」
「有低」「無高」「無低」と表記する。さらにカテゴ
リごとにスケルトンを作成し、各カテゴリに対して
1 体のペルソナを構築した。構築したペルソナの一
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図 3 リスク情報の受け手の分類 

 

 
図 4 ペルソナの例 

 
例を図 4 に示す。このペルソナは図 3における「リ
スク意識が高い水準」のカテゴリ「有高」に対応す
るペルソナである。 
 

作成したリスクメッセージ 

 各ペルソナに対する RCコンセプトを構築し、RM
を作成した。例えば、図 4 のペルソナに対しては、
「具体的な防災情報を広く網羅的に知ってもらい、
さらなる対策を施してもらうとともに緊急時にリー
ダ的な役割を担ってもらう」を RC のコンセプトと

して、このコンセプトを達成できるような情報内容
を盛り込んだ RMを作成した。 
 実際には、ペルソナを考慮しないで作成した RM1
を比較対象として、両極端に位置するカテゴリ「有
高」と「無低」のペルソナに対して作成した RM2、
RM3を評価した。 
 

リスクメッセージの評価結果 

 合計 83名から回答が得られた。回答者をペルソナ
作成時と同じ基準で分類したところ、カテゴリ「有
高」8 名、「有低」17 名、「無高」24 名、「無低」34
名であった。予想されるとおり、地震防災に関して
すでに行動を起している、あるいは関心が高い層は
少数派であり、カテゴリ「無低」の回答者が 40%程
度を占めている。 
 カテゴリ「有高」、「無低」に分類された回答者（以
降、それぞれ回答者「有高」、「無低」と表記）およ
び全回答者による、RM2に対する評価の平均を図 5
に、RM3に対する評価の平均を図 6に示す。ここで、
震災の段階別提供情報の満足度から評価した RMの
満足度を、「段階別満足度」と表記する。RM1 と同
等ならスコアは 3 であり、3 よりスコアが大きくな
ると、RM1より優れていると評価されたことを示す。 
 

5
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回答者「有高」 回答者「無低」 全回答者

わかりやすさ 詳しさ 有用性 満足度 段階別満足度

p < 0.01 p < 0.05

図 5 RM2に対する評価結果 
 

 ペルソナを考慮しないで作成された RM1よりも、
ペルソナ「有高」に向けて作成された RM2が、全体
的に高評価であった。特に、回答者「有高」からは、
何れの評価基準においても RM1 よりも優れている
（p<0.01）と評価された。これに対して、ペルソナ
「無低」に向けて作成された RM3は、回答者「無低」
には有用性の点で優れており、段階別満足度の点で
やや優れている（p<0.05）と評価されたが、回答者
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「有高」には RM1と有意差はない、あるいはわかり
やすさでやや劣ると評価された。全回答者の平均と
して、RM3 は詳しさ、有用性の点で RM1 よりも優
れており、満足度の点でやや優れていると評価され
た。 
 

5

3

1

平
均

ス
コ

ア

回答者「有高」 回答者「無低」 全回答者

わかりやすさ 詳しさ 有用性 満足度 段階別満足度

p < 0.01 p < 0.05

図 6 RM3に対する評価結果 
 

 図 7は「さらに情報を知りたくなった」という観
点から最も効果のある RMを 1つ選択してもらった
結果である。回答者「有低」を除けば、RM1を選ん
だ回答者は少ない。回答者「有高」からはやはり RM2
が、回答者「無高」からは RM3が最も選択された。
また、回答者「有低」は RM1と RM2を、回答者「無
低」は RM2と RM3を選択した回答者が同程度の割
合であった。 
 

0
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回
　

答
　

者

20 40 60 80 100%

「有低」

「無高」

「無低」

選択者割合
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図 7 最も関心を喚起した RM 

 

考 察 
 ペルソナ「有高」に向けた RM2の RCコンセプト
は、網羅的な防災情報の提供であった。図 5に示す
ように、何れの評価基準においても RM2 は回答者
「有高」から高い評価を受けている。さらに、回答

者「無低」や全回答者の平均でも RM2は高い評価を
受けており、特に詳しさでスコアが高い。以上より、
ペルソナ「有高」に向けた RC コンセプトは、RM2
に十分に反映されていると言えるであろう。 
 つぎに、ペルソナ「無低」に向けた RC コンセプ
トは、受け手の情報要求に直接応えるのではなく、
地震防災への興味・関心を喚起することであった。
RM3 に対する回答者「有高」の評価は RM1 に比較
してやや劣り、確かに情報要求に直接応える設計に
なっていないことをうかがわせる。しかし、回答者
「有高」以外の回答者からは、RM1と同等か、やや
優れていると評価されており、決してネガティブな
評価にはなっていない。 
 一方、図 7に示すように、回答者「無高」、「無低」
では最も関心喚起効果の高い RM として RM3 を選
択する回答者が多く、RM3に RCコンセプトが正し
く反映されていることが分かる。これは、情報が少
ない方が情報を知りたくなるという心理的効果が反
映された結果であると考えられる。ただし、RM3が
ターゲットとする回答者「無低」で、RM2を選択し
た回答者が RM3を選択した回答者よりも若干多く、
RC コンセプトの反映に完全に成功しているとまで
は言えない。 
 実際に回答者からは、「少ない情報量や内容がよく
わからないという記述では、さらに情報を知りたく
なる傾向が強くなるが、日頃から参考にしたいもの
は情報が多く、満足度が高いものである」という意
見を聞くことができた。そのため、単に地震防災へ
の関心が喚起された RMが優れているとは一概に言
えない。しかし、以上の評価結果は、RCコンセプト
が RMにかなり反映できていること、すなわちペル
ソナ手法の有効性を示す結果であると言えよう。 
 本研究において、ペルソナを作成するために情報
の受け手の要求抽出に質的調査、量的調査を併用し
たが、地震を体験していない人にとって知りたい情
報そのものが分からないことが多い。また、ほとん
どの人が生き残った後の、家族との連絡方法やライ
フライン、水・食糧に関する情報を知りたがってい
た。しかし、地震防災の RC においては、地震発生
前の事前対策が生き残るために重要であり、単に情
報の受け手の要求のみに応える RC では地震リスク
の抑制という目的は達成できない。情報の受け手の
要求と、情報の送り手である専門家が知ってもらい
たいリスク情報の間の齟齬をどのように埋めていく
かが重要である。 
 適用事例では、理工系の大学生、大学院生という
限定的な集団を対象としている。したがって、この
結果から、一般の受け手を対象とした RC にも提案
手法が有効であると言い切ることはできない。しか
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し、限定され、特性の比較的そろった集団において
もその特性の違いを表現し、違いを反映した RMを
作成できることを示しており、より多様な集団に対
するRCにも提案手法は十分に役立つと期待できる。 
 

結 論 
 本研究では、ペルソナ手法を用いた RC デザイン
手法を提案した。本手法を検証例題に適用すること
により、情報の受け手の分類やペルソナの構築、RM
の作成が可能であり、先行研究の問題である受け手
の要求に対する柔軟性の問題を解決できることを示
した。また、従来のリスク情報表現と比較した評価
結果では、ペルソナごとに作成した RMの方が分か
り易さや満足度などで評価が高く、また RC のコン
セプトも反映できており、提案手法の有効性が示さ
れた。 
 提案手法は十分に一般性を持ったコンセプトに基
くものであり、地震防災以外の RC にも十分適用で
きると考えられる。その際には、情報の発信者であ
る専門家などの意見をとり入れていくことがさらに
よい RCにとって必要である。 
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